　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[様式５－P１]
平成31年度 助成事業実施報告書
　平成　　　　年　　　　月　　　　日

公益財団法人  中央競馬馬主社会福祉財団

　理事長　　　　　　　　　　　　　　　　殿
             法　　人　　名　　
             法 人 所 在 地　　
             施　　設　　名　　
             代表者職・氏名印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

平成31年度施設整備等助成事業を実施したので、下記書類を添付のうえ報告します。

なお、実施報告書の写は＜　　　　 　　 県共同募金会＞宛に送付してあることを申し添えます。
（当財団ではなく所在の馬主協会へ送付する場合は、なお以下の行は不要ですので二重線で削除して下さい。）
記
１．事業計画変更の有無等により異なる添付書類
添付した書類には下表の番号を記載したインデックスを付し、添付確認欄に○印を記入する。
（添付がない場合は斜線）

また、添付書類は番号順に重ね、本状を添付書類の上に添えて左側を紐で綴じる。
	番　号
	添　付　書　類　等
	注　　意　　事　　項
	添付　確認欄

	（１）※
	＜申請時から変更がない場合＞

「助成事業助成額決定総括表」[様式５添付書類①]
	・申請時から総事業費、購入品目、工事内容等に一切の変更がない場合。
・「助成事業助成額決定総括表」（記入例）を参照する。
	

	（２）※
	＜「助成事業計画変更申請書」[様式４]を提出した場合＞

「助成事業計画変更報告書①」[様式６－①]
	・助成金交付決定後に事業計画変更申請書を提出し、承認された場合。
・「助成事業計画変更報告書①」（記入例）を参照する。
	

	（３）※
	＜「助成事業計画変更申請書」[様式４]を必要としない変更があった場合＞

「助成事業計画変更報告書②」[様式６－②]
	・事業計画変更申請書提出の必要はなかったが、申請時の事業内容から総事業費、購入品目、工事内容等の変更があった場合。
・「助成事業計画変更報告書②」（記入例）を参照する。
	

	※申請時からの事業計画変更の有無等により、上記(1)～(3)のいずれか一つの書類を添付する。

（(1)～(3)「注意事項」上段参照）


(4)の 「助成金交付請求書」[様式７]は１、２の間に添付します。
	（４）
	「助成金交付請求書」[様式７]
	・「助成金交付請求書」（記入例）を参照する。
・振込口座が確認できる「預金通帳」等の該当部分の写を添付する。
	


２．共通の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[様式５－P2]
	番　号
	添　　付　　書　　類
	注　　意　　事　　項
	添付　確認欄

	（５）
	見積書関係書類
（競争入札を実施した場合は、当該指定によらず別途入札関係書類一式を添付）
①「見積書（写）」
	①「見積書(写)」（記入例）を参照する。

※消費税が加算される場合は、消費税を含めた見積書（写）を添付する。
	

	
	②「見積合せ点検票」
[様式５添付書類②]
	②「見積合せ点検票」（記入例1、2）を参照する。
	

	
	③「総事業費確認書」
[様式５添付書類③]
（注）
以上の添付方法については、

『「見積書（写）」等の添付方法』を参照する。
	③「総事業費確認書」（記入例）を参照する。

※例えば「自家発電機の購入」と「自家発電配線工事」のように、総事業費が２つ以上の見積書の合算となる場合のみ添付する。
	

	（６）
	＜車両他備品等購入の場合＞
車両他備品等のカタログ等
	・交付決定時から助成物件の変更が無い場合は添付不要。
・カタログは原則的に定価の記載されたものとし、定価の記載のない場合は、価格表、定価証明書等を添付する。
・いずれの場合も、助成物件の品番、定価（車両の場合は本体価格）をカラーマーカーでマークする。
	

	（７）
	＜建築物等工事の場合＞

建築物等の設計図
	・交付決定時から助成物件の変更が無い場合は添付不要。

・施行場所、施工面積、設置物の位置等が確認できる図面を添付する。
	

	（８）
	＜車両他備品等購入の場合＞

検収調書（写）
	施設の担当者等が自らの法人の代表者に対して車両他備品等の納入後に検収結果を報告する調書の写を添付する。
	

	（９）
	＜建築物等工事の場合＞

竣工届（写）
	施工業者から法人あてに提出される工事完了の届出書の写を添付する。
	

	（１０）
	車両購入の場合は「自動車検査証」（写）
	所有者名義は法人とする。
	

	（１１）
	自己資金支払い分の業者「領収書」（写）及び「金融機関振込票」（写）
	業者への支払いの際は、必ず金融機関を利用して振り込むものとし、振込手数料は法人負担とする。
	

	（１２）
	＜車両他備品等購入の場合＞

備品の写真（本財団交付のシールを貼付）とプレートを玄関等に掲示した写真
＜建築物等工事の場合＞

全景と主要部分の写真（工事前と工事後の様子がわかるもの）とプレートを玄関等に掲示した写真
	車両の場合は、両側面と後部に当財団のロゴと「（公財）中央競馬馬主社会福祉財団助成」の文字を掲示する。所在の馬主協会が窓口となっている場合は、馬主協会名も併記する。

	


※財団使用欄

	　　
	
	馬主協会・県共募


（記入例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[様式５－P１]
平成31年度 助成事業実施報告書
　新元号　　元年　10月　30日

公益財団法人  中央競馬馬主社会福祉財団

　理事長　　畑　山　　光　伸　　　　殿
             法　　人　　名　　社会福祉法人　○○福祉会
             法 人 所 在 地　　○○県　○○郡　○○町　2-3-15
             施　　設　　名　　○○作業所
             代表者職・氏名印　　　　理事長　○○　△△　　　　　　　　　　　　㊞

平成31年度施設整備等助成事業を実施したので、下記書類を添付のうえ報告します。

　なお、実施報告書の写は＜　○○　県共同募金会＞宛に送付してあることを申し添えます。
（当財団ではなく所在の馬主協会へ送付する場合は、なお以下の行は不要ですので二重線で削除して下さい。）

記

１．事業計画変更の有無等により異なる添付書類
添付した書類には下表の番号を記載したインデックスを付し、添付確認欄に○印を記入する。

（添付がない場合は斜線）

また、添付書類は番号順に重ね、本状を添付書類の上に添えて左側を紐で綴じる。
	番　号
	添　付　書　類　等
	注　　意　　事　　項
	添付　確認欄

	（１）※
	＜申請時から変更がない場合＞

「助成事業助成額決定総括表」[様式５添付書類①]
	・申請時から総事業費、購入品目、工事内容等に一切の変更がない場合。

・「助成事業助成額決定総括表」（記入例）を参照する。
	

	（２）※
	＜「助成事業計画変更申請書」（様式４）を提出した場合＞

「助成事業計画変更報告書①」[様式６－①]
	・助成金交付決定後に事業計画変更申請書を提出し、承認された場合

・「助成事業計画変更報告書①」（記入例）を参照する。
	

	（３）※
	＜「助成事業計画変更申請書」（様式４）を必要としない変更があった場合＞

「助成事業計画変更報告書②」[様式６－②]
	・事業計画変更申請書提出の必要はなかったが、申請時の事業内容から総事業費、購入品目、工事内容等の変更があった場合

・「助成事業計画変更報告書②」（記入例）を参照する。
	○

	※申請時からの事業計画変更の有無等により、上記(1)～(3)のいずれか一つの書類を添付する。

（(1)～(3)「注意事項」上段参照）


 (4) の「助成金交付請求書」[様式７]は１、２の間に添付します。

	（４）
	「助成金交付請求書」[様式７]
	・「助成金交付請求書」（記入例）を参照する。
・振込口座が確認できる「預金通帳」等の該当部分の写を添付する。
	○


２．共通の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[様式５－P2]
	番　号
	添　　付　　書　　類
	注　　意　　事　　項
	添付　確認欄

	（５）
	見積書関係書類

（競争入札を実施した場合は、当該指定によらず別途入札関係書類一式を添付）

①「見積書（写）」
	①「見積書(写)」（記入例）を参照する。

※消費税が加算される場合は、消費税を含めた見積書（写）を添付する。
	○

	
	②「見積合せ点検票」
[様式５添付書類②]
	②「見積合せ点検票」（記入例1、2）を参照する。
	○

	
	③「総事業費確認書」
[様式５添付書類③]

（注）
以上の添付方法については、

『「見積書（写）」等の添付方法』を参照する。
	③「総事業費確認書」（記入例）を参照する。

※例えば「自家発電機の購入」と「自家発電配線工事」のように、総事業費が２つ以上の見積書の合算となる場合のみ添付する。
	

	（６）
	＜車両他備品等購入の場合＞

車両他備品等のカタログ等
	・交付決定時と助成物件の変更が無い場合は添付不要。

・カタログは原則的に定価の記載されたものとし、定価の記載のない場合は、価格表、定価証明書等を添付する。

・いずれの場合も、助成物件の品番、定価（車両の場合は本体価格）をカラーマーカーでマークする。
	○

	（７）
	＜建築物等工事の場合＞

建築物等の設計図
	・交付決定時と助成物件の変更が無い場合は添付不要。

・施行場所、施工面積、設置物の位置等が確認できる図面を添付する。
	

	（８）
	＜車両他備品等購入の場合＞

検収調書（写）
	施設の担当者等が自らの法人の代表者に対して車両他備品等の納入後に検収結果を報告する調書の写を添付する。
	○

	（９）
	＜建築物等工事の場合＞

竣工届（写）
	施工業者から法人あてに提出される工事完了の届出書の写を添付する。
	

	（１０）
	車両購入の場合は「自動車検査証」（写）
	所有者名義を法人にする。
	○

	（１１）
	自己資金支払い分の業者「領収書」（写）及び「金融機関振込票」（写）
	業者への支払いの際は、必ず金融機関を利用して振り込むものとし、振込手数料は法人負担とする。
	○

	（１２）
	＜備品等購入の場合＞

備品の写真（本財団交付のシールを貼付）とプレートを玄関等に掲示した写真
＜建築物等工事の場合＞

全景と主要部分の写真（工事前と工事後の様子がわかるもの）とプレートを玄関等に掲示した写真
	車両の場合は、両側面と後部に当財団のロゴと「（公財）中央競馬馬主社会福祉財団助成」の文字を掲示する。所在の馬主協会が窓口となっている場合は、馬主協会名も併記する。


	○


※財団使用欄

	　　
	
	馬主協会・県共募


